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広島県地方産業教育審議会「中間報告」に係る 

県民意見募集（パブリックコメント）の結果【概要】 
 
 
１ 実 施 期 間       ：令和４年６月１日（水）から６月 30 日（木）まで 

２ 実 施 方 法       ：郵便，ファクシミリ，電子メール，ホームページアンケートフォーム 

３ 件数（人数） ：72 件（32 人） 

４ 意見の概要       ：次のとおり（中間報告の目次の項目ごとに整理） 

「２ 目指す姿」に係る主な意見 

（１）生徒の姿 【中間報告 P.９】 

○ 「なぜ働くか」「なぜ学ぶのか」「どう生きるのか」を探究する教育の在り方を深掘りし，そ

の深掘りの議論を行った上で，専門高校がそれぞれの専門性を活用して育てる生徒の力を具

体的に示してほしい。 

（２）教職員の姿 【中間報告 P.10～11】 

○ 教職員が産業界等とのつながりを率先して強めていこうと行動することが大切である。 

○ 教職員も Society5.0 時代に対応した資質・能力を身に付けなければならない。 

（３）学校の姿 【中間報告 P.11】 

○ 学びのフィールドを学校に限定しない点は，学びの可能性を広げる上で重要になる。 

「３ 目指す姿の実現に向けた産業教育の方向性」に係る主な意見 

（１）デジタル化の進展への対応 【中間報告 P.12】 

○ デジタル技術を活用しながらより良く生きていくために必要な資質・能力の育成が，今後
の教育の大きな目標であり，デジタル環境の中で自ら考えて行動し，市民社会に参画する力
を育むためのデジタルシティズンシップ教育が必要である。 

（２）グローバル化の進展への対応 【中間報告 P.12】 

○ グローバルで活躍できる人材を育成するためには，グローバル人材が必要とするスキルや

能力に特化した研修等が必要である。 

「４ 目指す姿の実現に向けた産業教育に関する方策」に係る主な意見 

（１）教育課程の編成・実施 【中間報告 P.14～15】 

○ イノベーションやデータ活用等のＤＸの基礎を学ぶ学習プログラムの実践を行ってはどうか。 

○ 課題を抱える企業でのインターンシップに加え，企業の課題や解決方法に精通し，実践し

ている産業支援機関へのインターシップを通じて，客観的な視点から企業や地域の課題解決

を体験できる実践教育を行ってはどうか。 

（２）教職員の資質・能力の向上 【中間報告 P.15～16】 

○ 教職員が，「本質的な問いを設定する力」や「ファシリテートする力」といった力を身に  

付けるため，これまでと異なった，新しい手立てが必要である。 

○ 専門高校の教員でも実社会で働いた経験がない教員もいるため，短期間・長期間を問わず，

専門高校の教職員を優先的に企業研修に参加させるべきである。 

（３）教育環境の整備 【中間報告 P.16】 

○ パソコン教室や総合実践室へのモニター設置，体育館等の Wi-Fi 整備など，学校における

デジタル機器の充実，インターネット環境の整備が必要である。 

○ 就職指導や産業教育への理解促進，インターンシップ等の充実を図るため，学校と産業界

をつなぐコーディネーターの配置を推進してほしい。 

（４）専門教育の魅力等の発信（理解の促進） 【中間報告 P.17】 

○ 専門高校の最大の課題は入学者の確保である。広島県・日本の発展に果たしてきた専門  

高校の歴史と役割を広く発信し，専門高校のステータスを上げるべきである。 

 

資料１ 
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広島県地方産業教育審議会「中間報告」に係る 

県民意見募集（パブリックコメント）の結果【全意見】 
 
 
 

１ 実 施 期 間        

令和４年６月１日（水）から６月 30 日（木）まで 

２ 実 施 方 法        

郵便，ファクシミリ，電子メール，ホームページアンケートフォーム 

３ 件数（人数） 

72 件（32人） 

４ 意見の内容        

次のとおり（中間報告の目次の項目ごとに整理） 

※県民意見募集でいただいた意見のうち，内容について原文を一部要約又は分割し，整理

して記載しています。具体的な内容を判断できなかったものは，掲載しておりません。 

「中間報告」の全体に係る意見（１件） 

 

○ 経済社会の変化を踏まえた専門高校の役割を明確に捉えており，教育県広島にふさ

わしい中間報告である。全体的な視点としては，次の４つが重要である。 

①「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」を実現するために必要な人材を育成・輩出 

し，実社会に送り出す視点。 

②学校教育・産業教育・社会人教育・リカレント教育・生涯学習を視野に置いた専門高 

校の在り方の視点。 

③自前主義から脱却し，外部資源との連携による産業教育を行う視点。 

④卒業後のキャリアアップを支援する視点。 

 

「１ 本県の産業教育を取り巻く現状」に係る意見（２件） 

（１）急激に変化する社会 【中間報告 P.3～5】 

 

○ ＤＸを担う人材や，グローバル人材の育成が謳われているが，具体的にどのように

育成しようとしているのかについての具体策がない。 

 

（２）専門高校・専門学科の現状 【中間報告 P.6～8】 

 

○ 専門学科においては定員割れが続いているとの課題が示されているが，普通科と比

較してはどうか。定員割れが継続しているのは，専門学科だけでなく，都市部の高校を

除く本県全体の課題である。 

 

 

 

資料２ 
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「２ 目指す姿」に係る意見（８件） 

（１）生徒の姿 【中間報告 P.９】 

 

○ 最も必要な能力は，イマジネーション能力（発想力）だと思う。 

 

○ 専門高校の枠組みにとらわれず，普通科等の教育も土俵にあげた議論が必要ではな

いか。「なぜ働くか」「なぜ学ぶのか」「どう生きるのか」を探究する教育の在り方を深

掘りし，その深掘りの議論を行った上で，専門高校がそれぞれの専門性を活用して育て

る生徒の力を具体的に示してほしい。 

 

（２）教職員の姿 【中間報告 P.10～11】 

 

○ 教員が正しいと思って指導していても，時代に沿っていないと意味がない。 

  教員は，アンテナを常に社会に向ける必要がある。 

 

○ 教職員が産業界等とのつながりを率先して強めていこうと行動することが大切である。 

 

○ 教職員も Society5.0 時代に対応した資質・能力を身に付けなければならない。その

ための環境整備を進めるべきである。 

 

○ これほど激動の時代にあっては，生徒に「これが必要」と限定的に言えない。 

そのため，教員も生涯にわたって成長し続け，能力を発揮・伸長できるようにならな

いといけない。 

 

（３）学校の姿 【中間報告 P.11】 

 

○ 学びのフィールドを学校に限定しない点は，学びの可能性を広げる上で重要になる。 

 

○ 専門高校では，特に各高校の特色を見出すことが急務であり，特色の一つとして産

業界とのつながりをアピールすることが重要である。 
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「３ 目指す姿の実現に向けた産業教育の方向性」に係る意見（７件） 

第３章全体に係る意見 【中間報告 P.12～13】 

 

○ 産業教育の充実についてほとんど触れられておらず，具体策とは思えない。 

  もっと思い切った施策が必要ではないか。 

 

（１）デジタル化の進展への対応 【中間報告 P.12】 

 

○ デジタル化への進展の対応には，今後，教科・科目を超えて社会全体で指導する必

要がある。特に，情報モラルは，インターネットを扱う上で欠かせない資質・能力であ

り，学習の必要がある。 

 

○ デジタル技術を活用しながらより良く生きていくために必要な資質・能力の育成が， 

今後の教育の大きな目標であり，デジタル環境の中で自ら考えて行動し，市民社会に参

画する力を育むためのデジタルシティズンシップ教育が必要である。 

情報モラルやインターネットを活用したビジネスなどのデジタル技術に関する最新

の知識や技術を習得するための学習も急務である。 

 

○ ＤＸが謳われているが，デジタルの充実ばかりに焦点がいっており，本来あるべき

姿の議論がなされていない。 

 

（２）グローバル化の進展への対応 【中間報告 P.12】 

 

○ グローバルで活躍できる人材を育成するためには，グローバル人材が必要とするス

キルや能力に特化した研修等が必要であり，例えば，異文化理解やグローバルビジネス

に関する研修，語学研修等を実施すべきある。 

 

（３）持続可能な社会の構築への対応 【中間報告 P.12】 

 

○ SDGs の観点に触れられていないが，そうした観点は入らないのか。 

 

（４）個人と社会全体のウェルビーイングの実現への対応 【中間報告 P.13】 

 

○ ダイバーシティ＆インクルージョンに触れられていないが，学校教育の中で，そう

した多様性に関する教育の充実を図らないのか。 
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「４ 目指す姿の実現に向けた産業教育に関する方策」に係る意見（53件） 

第４章全体に係る意見 【中間報告 P.14～17】 

 

○ 専門分野を学ぶ生徒の夢や目標の達成に向けて，教育内容の充実に取り組むべき。 

 

○ 産業界と連携しながら，失敗から学ぶ粘り強い生徒の育成を期待している。 

  そのために，ものづくり人材の育成を産業界と連携して積極的に行うための予算を

確保し，実施していくことを期待している。 

 

○ 広島県の専門高校の教育の在り方についてのアイデアは次のとおり。 

 ①学校教育から社会人教育の流れの中での中等教育の在り方を意識する。 

 ②産業界と一体となって地域経済を支える革新的な職業人材を育成する。 

 ③専門教育の自前主義から脱却し，外部機関との連携・協働，外部資源を最大限活用

した教育活動を行う。 

 

○ 生徒の意欲を引き出すことができる環境整備と教員の育成が急務である。 

  企業訪問を通じて経営者から学ぶ機会や自然の中での授業など体験型の学びの機会

づくりも検討してほしい。 

 

○ 時代が変化して行く中で，現代に生きる人々の優れた面について議論し，それを強

みとした市民性を育成することが，社会全体が答えのない問いに対して立ち向かう力

を生み出す。 

  そのため，現代に生きる人々の強みを議論し，その上で専門高校の生徒が地域の産

業をリードする力について，具体的な方策を打ち出してほしい。 

 

○ 意欲ある優秀な生徒に，卒業後は地元で貢献してもらえるよう，卒業後に広島県の

企業で働くことなどを条件とした給付型奨学金を創設してはどうか。 

 

○ 産業教育の重要性を産業界側が発信するため，「産業教育振興宣言」を行ってはどう

か。具体的には，賛同する企業が専門高校生や教職員のインターンシップ受入れ，専門

高校への講師派遣，人材バンク登録等を推進することを宣言する。 

 

○ 専門高校で，産業界と連携した体験的な学習の機会が少ないので，増やしていくこ

とが必要である。 

 

○ 生徒が教職員と関わることは，生徒の成長にもつながるので，お互いに関わる機会

を増やしてほしい。 

 

○ 内容に目新しいものがなく，具体策に欠けていて，審議会として何を提言している

のか分からない。 

  例えば，専門高校における 30人学級の実現や，農業分野でのドローン技術の活用・

指導できる講師の配置，商業分野で世界情勢を学べるトレーディングルームの設置な

ど本当に産業教育が充実するような具体策が必要である。 

 

○ 理念的な内容ばかりで，どのような施策を打ち，どのように学校を変えていこうと

しているのか具体策がない。 
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○ 指導主事は，事務作業をメインとするのではなく，学校・教職員・子供と関われるよ

うになるべきである。 

 また，教員の本来の主業務は教材研究であるはずだが，そうなっていない。ビルドも

大切だが，スクラップも視野に入れて改善してほしい。 

 

○ 「外部の資源も含めて活用」という記載があり，これには地域の元気な高齢者も想

定されていると思うが，これが迷惑である。高齢者が若者にマウントを取る実態があ

る。 

若い起業家や二地点居住者など，新たな視点を提供し，刺激となる外部資源活用が必

要である。 

 

○ 意欲ある教職員をしらけさせる施策が積み重ねられてきたのが実態であり，進学実

績以外の特色を持つ学校（専門高校等）は「二流」であるというメッセージを生徒・保

護者・教職員に送ってきた。 

こうした認識の上で，専門高校等への予算，人事を劇的に充実させてほしい。 

 

○ 「学校現場に人的，物的資源を十分に供給・支援することが，県教育委員会に求めら

れる役割である」という記載があるが，実態は，指導力のある教職員が進学実績のある

学校にばかり配置されている。 

  また，パワハラ体質の教職員を有能と評価しており，教育委員会事務局内でも同様

の状況がある。 

 

（１）教育課程の編成・実施 【中間報告 P.14～15】 

 

＜全般＞ 

○ 専門高校の卒業生の約半数が進学する現状を踏まえ，年次途中での進路の変更，  

受験に必要な科目の指導等の変わる生徒の進路希望に応じたフレキシブルな進路選択

と学習カリキュラムの整備が必要である。 

 

○ 卒業後のキャリアアップを意識したキャリア教育と離職者の再就職支援が必要であ

る。卒業生の離職→非正規雇用→非正規雇用の固定化→貧困層予備軍化を防ぐ視点か

らのキャリア教育・専門教育の拡充と，離職者を新規求人の対象とするよう産業界に働

きかけてはどうか。 

 

＜視点２について＞ 

○ イノベーションやデータ活用等のＤＸの基礎を学ぶ学習プログラムの実践を行って

はどうか。 

（イノベーションの基礎から最新のビジネストレンド，特にデータやＡＩ・通信技

術を利用したビジネスと付加価値の創出等を学習するプログラムの開発と実践） 

 

＜視点４について＞ 

○ 課題を抱える企業でのインターンシップに加え，企業の課題や解決方法に精通し，

実践している産業支援機関へのインターシップを通じて，客観的な視点から企業や地

域の課題解決を体験する機会を設けてはどうか。 
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＜視点５について＞ 

○ 地域活性化事業への参画を通じて，地域課題を解決する実践教育を行ってはどうか。 

フードビジネスの創生を通じた実践教育や，地域の特産物を活用した６次化が共通

の課題である地域において，地域の発展を支え，地域の将来を担う若者を育成するとと

もに，若年層の定着・産業活性化の好循環と地方創生を推進するため，食品メーカー，

ＩＴ企業，自治体，支援機関等による支援体制を構築し，地域の専門高校の連携による

特産物の調査・研究→マーケティング→試作・開発・分析→販売・分析→改良・改善に

通じたフードビジネス実践教育を学び・体験する機会を設けてはどうか。 

 

○ 経営や起業について教え，起業家精神を育てる教育をするべきである。 

 

○ デジタル機器等の最新技術も習得しながら，基礎基本も身に付けるため，大学科ご

との基幹科目の学習内容を厳選することが重要になる。 

 

○ 最新技術を学ぶことも大切だが，いままでの技術がどのように発展し，便利になっ

たのかを知ることで，新しい技術の開発や応用ができる。 

 

○ 最新技術を学ぶのであれば，過去の技術に力を入れないで，問題が発生した時など

の対処等を学ぶことが大切である。 

 

＜視点６について＞ 

○ 農業・工業分野でも，原価・人件費等の概念を理解し，適切な商品価格の設定が行え

るようになる取組が必要ではないか。 

 

○ 文科省事業や権威ある全国レベルのコンテストを目指した学習と成果の発表を行っ

てはどうか。 

（ＳＳＨ，マイスター・ハイスクール事業，科学の甲子園，国際科学技術コンテスト等） 

 

○ 広島の平和教育を普遍的なものとするため，ＳＤＧｓの 16「平和と公正をすべての

人に」を進める研究と実証をテーマとした発表会を行ってはどうか。 

 

○ 専門高校の研究成果の外部への発表と見える化による生徒のモチベーションのアッ

プと専門高校の認知度を向上するため，広島県の専門高校が一堂に会する研究成果発

表会と表彰制度・賞金制度を導入してはどうか。 

 

○ 「県が主催するビジネスコンテスト等」について，テーマとして，広島県が推進して

いる「ネット・ゼロ・カーボン」，「広島版ネウボラ事業」，「ＤＸ戦略」，「人間のもつ  

感性」や防災・減災をテーマとして，ＡＩを利用したアプリやシステム開発などのビジ

ネスプランコンテストを開催してはどうか。 

 

（２）教職員の資質・能力の向上 【中間報告 P.15～16】 

＜全般＞ 

○ 本県の産業教育を担う若い人材の育成に期待している。 

 

○ 教員は常に新しい知識・技能を身に付けることが求められるため，専門的な研修が

組織的に実施されるべきである。 
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○ 専門高校の教職員は，社会情勢の変化に対応するため，継続的に新しい知識と技術

を習得する必要があり，様々な研修に参加することで，専門知識等を養う必要がある。 

 

○ 学校現場が社会のデジタル化に追いついていない。教員も学ぶ必要があり，研修等

を適切に実践してほしい。 

 

○ 教職員が，「本質的な問いを設定する力」「ファシリテートする力」「教育活動全体を

デザインする力」「デジタル技術を活用した授業スキル」といった力を身に付けるため，

数回の研修や形式的な活動とならないよう，これまでと異なった，新しい手立てが必要

である。 

 

○ 専門高校の教員でも実社会で働いた経験がない教員もいるため，短期間・長期間を

問わず，専門高校の教職員を優先的に企業研修に参加させるべきである。 

 

○ 分野・教科ごとに，どのような問題が社会で起きていて，どのように変わっていく

とよいかを一覧にし，教職員に配布すると，ＰＢＬ型授業が組みやすい。 

 

○ 資質能力の高い教職員を確保するためには，「公立の義務教育諸学校等の教育職員の

給与等に関する特別措置法」（昭和 46 年法律第 77 号）を変えなければ変化しない。 

＜視点３について＞ 

○ 素晴らしい着眼点である。 

 

（３）教育環境の整備 【中間報告 P.16】 

＜視点１について＞ 

○ パソコン教室や総合実践室へのモニター設置，体育館等の Wi-Fi 整備など，学校に

おけるデジタル機器の充実，インターネット環境の整備が必要である。 

 

○ ＩＣＴの活用が進まないのは，学校任せにしている場面が多いからであり，大規模

な予算を確保して充実を図るべきである。 

 

＜視点２について＞ 

○ 「産業教育支援協議会」の役割について，次のように提言する。 

①学校教育・産業人材教育・社会人教育・リカレント教育・生涯学習までを視野に置

いたトータルとしての人材育成の在り方を，産官学が連携して検討し，産業人材の

育成と専門高校の教育の在り方を位置づける。 

②人材育成に関わる機関が連携拠点を構築し，情報を共有するとともに，それぞれの 

役割を具体化する。 

③広島県の高度な技術・技能の歴史と日本の発展に果たしてきた役割を評価するとと

もに，それを支えた専門職・職人・技術者の社会的評価と処遇を高める県民運動の

検討と実証を通じて，産業教育の重要性と認知度の向上を図る。 

④たたら製鉄から造船・生産機械・自動車から毛筆までの広島県のハイクオリティ製

品や人の「感性に基づいたモノづくり」等を世界へＰＲする。 

⑤共通目標は，関係機関が連携して，学校教育・産業教育・社会人教育までを総合的

かつ一貫して行い，広島県の成長と発展を牽引あるいは下支えする人材を輩出する

こと。また，この産業人材育成モデルを全国に波及させること。 
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○ 就職指導や産業教育への理解促進，インターンシップ等の充実を図るため，学校と

産業界をつなぐコーディネーターの配置を推進してほしい。 

 

○ 「学校と産業界をつなぐコーディネーター」について，コーディネーターを確保す

るための公募・審査・決定とコーディネーターを育成する養成講座を開設してはどう

か。 

 

○ 「学校現場に人的・物的資源を十分に供給・支援すること」という記載に賛同する。 

社会や子どもの変化に柔軟に対応できるよう，スクールカウンセラー，コーディネータ

ー，スクール弁護士など，学校における生徒・保護者対応へのサポート体制を整えては

どうか。 

 

＜視点３について＞ 

○ 商業４校とも情報ビジネス科を設置しているが，時代に即した学科名に変更できな

いのか。 

 

○ 新しい学科の設置だけでなく，既存の学校・学科の見直しも併せて検討すべきである。 

 

○ 「新たな学科等の設置に向けた検討会議」について，関係機関が連携して今後の専

門高校の取組を発信し，専門高校の魅力を分かりやすく伝えるためには，映像発信する

メディア（テレビ局）と地元新聞社の参加が重要である。 

 

○ 「観光を学べる学科・コース」の設置を検討してはどうか。 

国際会議・大型宿泊施設・オフィス等の誘致の動きや平和都市としての世界的な認知

度が高い広島の特徴を踏まえ，観光人材の育成・輩出を通じて大型宿泊施設の人材確保

に資するとともに，広島を世界にＰＲする。 

 

（４）専門教育の魅力等の発信（理解の促進） 【中間報告 P.17】 

○ 専門高校の魅力発信が課題であり，様々な施策を打ち出していくことが大切である。 

 

○ 専門高校の最大の課題は入学者の確保である。広島県・日本の発展に果たしてきた

専門高校の歴史と役割を広く発信し，専門高校のステータスを上げるべきである。 

 

○ 子どもたちに，ものづくりの面白さを伝えられていない。 

専門高校の魅力を伝えきれていない。 

 

○ スペシャリストの祭典を産業界と合同で開催することを望む。 

  毎年やることにこだわらず，隔年でも良いので効果的なものを実施すべきである。 

 

○ 専門高校研究フェア等のメディアが飛びつくような仕掛けと魅力発信（全国コンテ

ストの誘致・参加，合同フェア等）が必要である。 
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巻末資料に係る意見（１件） 

 

○ 巻末資料の配置図には，総合学科の高校も記載されているが，尾道北・福山誠之館

は，他の総合学科校と性格が異なり，総合学科とすることで教員定数を増やし，進学実

績向上に利用してきた。関係者がどれほど冷ややかに見ているか認識すべきである。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本県における産業教育の在り方について 
 

 

 

 

中 間 報 告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年５月 

 

広島県地方産業教育審議会 
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はじめに 

 

本県では，令和２年に新たな総合計画「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」を策定し，全ての施策を貫

く視点の一つとして，「生涯にわたる人材育成」を掲げ，一人一人が生涯にわたって自己の能力と可能性を最

大限に高めるための取組を進めている。 

 

また，令和３年２月には「広島県 教育に関する大綱」を策定し，一人一人が，生涯にわたって主体的に

学び続け，多様な人々と協働して新たな価値を創造する人づくりの実現を目指し，本県教育施策の基本的な

方針・方向性を示した。初等中等教育段階においては，「主体的な学び」を促す教育活動を推進し，これから

の社会で活躍するために必要な資質・能力の育成や一人一人の多様な個性・能力を更に生かし，他者と協働

しながら新たな価値を創造していくことができる力の育成を目指している。 

 

このような中で，広島県の専門高校・専門学科 注1 においては，職業との関連が深い実践的な教育を行う

ことにより，専門的な知識・技能や創造力，応用力等の育成を行い，専門学科ならではの魅力のある教育を

展開してきた。 

 

一方で，社会の状況は，人工知能（ＡＩ），ビッグデータ，ＩｏＴ等の技術が産業や社会生活に取り入れら

れた Society5.0 時代に向けた動きが加速化している。さらに，新型コロナウイルス感染症が，世界各地で

人々の生命や生活，価値観や行動，さらには経済や文化など社会全体に広範かつ多面的な影響を与えており，

まさに予測困難なＶＵＣＡ 注2 の時代が到来している。その中で，私たち一人一人，そして社会全体が，答

えのない問いにどう立ち向かっていくのかが問われている。 

 

 広島県地方産業教育審議会では，平成20年に「本県の専門高校・専門学科における『次代の産業を担う人

づくり』の在り方・方策について」の答申を行い，次代の産業を担う人づくりを目指して，学校，地域，産

業界等との協力・協働体制づくり，専門高校拠点校の機能の強化などを示した。県教育委員会では，この答

申を踏まえて，様々な事業を展開したり，施設・設備等の教育環境を整備したりするなどして，その実現に

向けて取り組んでいる。 

  

しかしながら，前回の答申から 13 年が経過し，社会の変化に対応した本県の産業教育を推進していくた

め，令和３年８月25日に，広島県教育委員会から，「本県におけるこれからの産業教育の在り方」について

諮問を受け，次の各事項に対して幅広い視点から審議を重ねてきた。 

                                                   
1 本答申でいう専門高校は，職業教育を主とする学科（農業科・工業科・商業科・家庭科・看護科・福祉科）を設置する高等学校をいう。また，

専門学科は，職業教育を主とする学科をいう。 

2 不安定（Volatility），不確実（Uncertainty），複雑（Complexity），曖昧（Ambiguity）の頭文字を並べたもの。将来の予測が困難な状況を示

す造語。 
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１ 本県の産業の発展を担う職業人として必要な資質・能力について 

２ 社会や産業の変化に対応した教育内容の充実について 

３ 主体的な学びの実現に向けた学習・指導の方法や教育環境の充実について 

 

 本答申は，第１章で現状を分析し，第２章で現状を踏まえた目標を定め，第３章で目標の実現に向けた方

向性を整理し，第４章で目標の実現に向けた具体的な方策を示す４章立てとした。 

 

以上，本県の発展を担う職業人として必要な資質・能力をまとめるとともに，専門高校・専門学科の在り

方や必要な方策について審議した結果を答申する。 
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１ 本県の産業教育を取り巻く現状 

(1) 急激に変化する社会（ＶＵＣＡから「スーパーＶＵＣＡ」，そして「ウルトラＶＵＣＡ」の時代へ） 

  現在の産業社会を取り巻く状況を展望すると，様々な社会経済環境の変化はより一層激しさを増し，先

行きの不確実性や不透明さが高まるなど，ＶＵＣＡの時代と呼ばれるようになって久しい。特に，新型コ

ロナウイルス感染症の世界的な拡大を契機として，生活様式やビジネスの在り方の見直しを迫られる「ス

ーパーＶＵＣＡ」(造語)とも言える時代となっている。加えて，令和４年にはロシアによるウクライナ侵

略といった予想しがたい出来事が生起するなど，世界情勢は更に混沌を極め，「ウルトラＶＵＣＡ」（造語）

と言っても過言ではない状況となっている。 

  こうした状況の中で，テレワークやオンライン会議の急激な普及や遠隔診療の要件緩和といったデジタ

ル技術の活用による生活様式の変化や，政府が原油価格や物価の高騰を抑制するため，初めて国家備蓄石

油を放出するなど，あらゆる産業に様々な影響を与える事態が生じている。 

この複雑で予測困難な傾向は今後も続くことが想定されるが，本県を取り巻く現時点での状況と環境に

ついて，次のとおり整理する。 

 

（急速に進むデジタル技術） 

○ 世界中でＡＩ／ＩｏＴ，５Ｇ等の技術革新が進む中，あらゆる分野においてデジタル技術を活用する

ことで，産業構造や働き方・暮らし方等に大きな変革をもたらし，社会をより便利で豊かに変えていこ

うとするＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）と呼ばれる潮流が到来している。 

 

○ また，ＤＸは，就業動向にも影響を及ぼすことが想定され，平成29年版の労働経済白書では，ＡＩの

進展等により，令和12年（2030年）には，平成27年（2015年）と比較し，製造業の就業者が約160万

人減少する一方で，サービス業の就業者が約158万人増加すると推計されており，スキル別の職業分類

を見ると，定型的業務が中心の職種等が約386万人減少する一方で，「人間的な付加価値を求められる職

種」が約190万人増加するとの分析も示されている。 

 

○ さらに，Society5.0時代においては，テレワークの急速な普及によって，業務を標準化してジョブ型

雇用を取り入れるなど，働き方を見直していく必要性も指摘されている。 

   

○ 本県においても，こうしたデジタル技術や最新のテクノロジーを活用し，企業が新たな付加価値の創

出や生産効率化に取り組めるよう，「ひろしまサンドボックス」と称したオープンな実証実験の場を設

け，技術やノウハウを保有する県内外の企業や人材を呼び込んで，様々な産業・地域課題の解決をテー

マとして共創で試行錯誤できる環境づくりなどに取り組んでいる。 
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○ また，「ひろしま産学共同研究拠点」の中に開設された「ひろしまデジタルイノベーションセンター

（ＨＤＩＣ）」では，地域の企業がデジタル技術を自在に活用する土壌をつくり，国際的な競争力獲得に

向けて企業がもつ課題の解決に向けた支援を行っている。 

 

○ 今後もデジタル技術が急速に進展・高度化し，普及していくことが見込まれるため，デジタル技術の

活用に必要な知識・スキルを習得した技術・技能人材の育成や，プロフェッショナル人材の活用の促進

など，産業におけるＤＸを担う人材やイノベーションを創出する人材の育成・集積が必要である。 

 

（グローバル化の進展・自国第一主義の台頭） 

○ 情報通信技術の進展，交通手段の発達による移動の容易化，市場の国際的な開放により，人やモノ，

資本，情報等が国境を越えて移動するグローバル化が大きく進展してきた。様々な分野で「国境」の意

義があいまいになるとともに，各国が相互に依存し，他国や国際社会の動向を無視できない状況となっ

ている。一方，新型コロナウイルスの出現やウクライナ情勢の悪化を契機に，自国第一主義が台頭して

きている。 

 

○ また，日本における在留外国人の人口は，国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）

によると，令和22年（2040年）には，平成27年（2015年）の倍近い332万人程度となると推計されて

いる。併せて，法改正による新たな在留資格の創設により，特定産業分野においては，外国人材の受入

拡大が見込まれており，本県においても，在留する外国人とその子供の増加が見込まれる。 

 

○ 今後，世界規模で語学力やコミュニケーション能力，主体性・積極性等を身に付けたグローバル人材

が必要となる。また，グローバルな視点をもちながら持続可能な社会を構築し，国際社会の発展に貢献

できるなど，お互いに助け合う日本の精神をもち，世界という舞台で活躍できる人材の育成が必要であ

る。 

 

（現実化する人口減少，少子高齢化） 

○ 日本の総人口は，社人研によると，2020年代初めは毎年50万人程度の減少であるが，2040年代頃に

は，毎年90万人程度に減少が加速し，令和35年（2053年）には１億人を下回ると推計されている。 

    

○ また，高等学校入学年齢である 15 歳人口は，2020 年代はおおむね 100 万人余りで推移するが，令和

11年（2029年）には100万人を下回り，以降は減少傾向が継続すると推計されている。 

 

○ 一方，県の総人口は，平成10年（1998年）の288万人をピークに減少が続いており，令和42年（2060

年）には約215万人まで減少し，県全体の高齢者比率は35％を超えると推計されている。 
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○ また，本県の15歳人口は，学校基本数調査によれば，昭和63年（1988年）をピークに減少傾向にあ

り，2020年代前半はおおむね横ばいであるが，2020年代後半から減少していくことが見込まれる。 

 

○ このような人口減少・少子高齢化の進展は，地域産業に対しても担い手不足などの影響を与えていく

ことが見込まれることから，本県産業の発展を持続的に支える人材を継続的に育成していくことが必要

である。 

  

（人生100年時代の到来） 

○ 国においては，医療体制の充実や医学の進歩，生活水準の向上等により，平均寿命は著しく伸長して

おり，平成 10 年（1998 年）に初めて１万人を突破した全国の 100 歳以上の高齢者人口は増加を続け，

令和２年（2020年）には８万人を超えている。社人研の推計によると，令和５年（2023年）には10万

人を超え，その後も令和 33 年（2051 年）まで増加傾向が続くと推計されているなど，人生 100 年時代

の到来が予測される。 

   

○ 本県においては，令和３年（2021年）現在で，100歳以上の高齢者は2,500人を超え，今後も全国の

状況と比例して増加することが見込まれる。 

 

○ 上記のような状況から人生100年時代にあっては，「教育・仕事・老後」という単線型の人生から，複

数のキャリアを渡り歩くマルチステージの人生に変化していくと見込まれることから，長い人生におけ

る社会の変化を柔軟かつ前向きに受け止め，未来をたくましく切り拓いていくことが求められる。この

ため，一人一人が，多様な個性を更に伸ばし，生涯の様々なステージに必要となる力を身に付け，発揮

していくことが必要である。 
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(2) 専門高校・専門学科の現状 

ア 設置状況 

○ 本県における県立高等学校の学科の設置状況（令和３年４月時点）は，次のとおりである。 

学科 普通科 

専門学科 

総合 

学科 
合計 職業教育を主とする学科 

その他 
農業 工業 商業 家庭 看護 福祉 小計 

学校数(校) 57 ６ ６ ６ ４ １ １ 20 ３ 12 79 

定員(人) 9,200 600 1,440 1,160 240 40 40 3,520 120 2,120 14,960 

 割合(%) 61.5 4.0 9.6 7.7 1.6 0.3 0.3 23.5 0.8 14.2 100.0 

 ※全日制課程のみ記載している。 

※普通科分校は，１校として計上している。 

※専門学科のその他は，体育科及び国際科である。 

※学校数の合計は実数（79校）で記載している（複数の専門学科を設置している学校を，それぞれの

学科の欄に計上しているため，学校数の合計は79校を超える。）。 

※割合は，合計に対する各学科の定員が占める率を示す。 

※職業教育を主とする学科を設置する高等学校の配置については，巻末資料１及び資料２を参照。 

 

○ 本審議会が前回の答申を行った平成20年以降，専門高校・専門学科については，次に示す改編等が

行われた。 

年度 学校名 改編等の内容 

平成22年度 世羅高等学校 農業経営科を設置 

※環境科学科及び生産情報科の生徒募集を停止 

平成23年度 吉田高等学校 アグリビジネス科を設置 

※地域開発科及び生産流通システム科の生徒募集を停止 

平成31年度 吉田高等学校 探究科を設置 

※普通科及び生活福祉科の生徒募集を停止 

呉工業高等学校（定時制） キャリアデザイン科を設置 

※広高等学校及び呉三津田高等学校の普通科（定時制）の生徒募集を

停止 

令和４年度 尾道商業高等学校 

広島商業高等学校 

呉商業高等学校 

福山商業高等学校 

情報ビジネス科を設置 

※各校の複数学科の生徒募集を停止 
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イ 在籍状況 

○ 県立の専門高校・専門学科の在籍者数は，約２万５千人であった昭和 40 年度以降，減少傾向にあ

り，平成15年度には１万人を下回るなど，今後も15歳人口の動向を踏まえると減少傾向が続くこと

が見込まれる。 

 

○ また，入学定員に対する入学者数の割合を示す定員充足率については，看護科を除く専門学科にお

いては，100％を下回ることが多く，いわゆる定員割れの状態が継続している。 

 

  

 ※全日制課程のみ記載している。 

 

ウ 生徒の学び 

○ 県教育委員会では，前回の答申を踏まえ，次の事業等を実施してきた。 

・目指せスペシャリスト（スーパー専門高校）事業（H16～22）（国（H22は単県））３校 

・高校生の「起業家精神」育成事業（H22～24）（県） 14校 

・ものづくり高校生マイスター育成事業（H22～H27）（県）９校 

・スーパー サイエンス ハイスクール（H24～）（国）１校 

・スーパー プロフェッショナル ハイスクール（H27～29）（国）１校 

・ものづくり人材育成日本一プロジェクト（H28～R03）（県）９校 

 

○ このような様々な取組を通じて，高度な技術の習得や職業人に求められる倫理観やコミュニケーシ

ョン能力等を身に付け，地域社会や産業の活性化に貢献できる人材の育成を図ってきた。 

 

  

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

在籍者数 8,949 8,879 8,781 8,754 8,717 8,575 8,511 8,381 8,172 7,731

定員充足率 95.6% 95.3% 93.6% 92.8% 94.8% 91.0% 92.2% 91.3% 87.1% 80.3%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000
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8,400

8,600

8,800

9,000

定員充足率単位：人

職業教育を主とする学科の在籍者数及び定員充足率（直近10年間）
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○ その結果，農業鑑定競技会，高校生ものづくりコンテスト全国大会で優秀な成績を収めたり，社会

人も参加する簿記検定試験や技能五輪全国大会（西洋料理）において，上級合格や入賞を果たしたり，

看護師や介護福祉士などの国家資格を取得したりするなど高度な知識・技術の習得に取り組んできた。 

 

○ また，地域をフィールドにして体験的な学習活動を行い，付加価値の高い新たな地元特産品を開発

するなど，課題を発見し，解決する力を身に付けてきた。 

 

○ 生徒の学びに対する意識も高い状況にある。例えば，広島県生徒質問紙調査結果（令和２年度）で

は，「将来，身近な地域に貢献したいと思うか」との問いに対し，肯定的な回答をした生徒の割合が，

全ての専門学科において，普通科を上回っていることや，家庭科，看護科，福祉科では８割を超える

生徒が「将来の夢や目標をもっている」と回答している。 

 

○ このような結果から，専門高校・専門学科で学ぶ多くの生徒が，将来，地域に貢献したいという高

い意欲をもち，明確な夢や目標に向かって学んでいると評価することができる。 

 

○ 加えて，現在，専門高校・専門学科では，プロジェクト型学習の要素を取り入れた学習プログラム

により新たな価値を創造する力を身に付けさせたり，教育環境として，デジタル化に対応した産業教

育設備を活用することにより，最先端の知識や技術を身に付けさせたりするなど教育内容や教育環境

の充実を進めている。 

 

エ 進路状況 

○ 県内の高等学校卒業者（令和３年３月）に占める進学者と就職者の割合は，次のとおりである。 

 【単位：％】 

学科 普通科 
専門学科（職業教育を主とする学科のみ） 総合 

学科 農業 工業 商業 家庭 看護 福祉 計 

進 学 74.0 27.7 14.4 29.8 44.1 100.0 33.3 24.8 55.0 

専修学校等 18.0 33.6 15.9 29.7 35.2 0.0 11.1 24.4 28.6 

就 職 5.3 36.4 67.9 38.9 20.2 0.0 55.6 49.2 14.2 

 

○ この割合は，本審議会が前回の答申を行った平成20年度と比較して，大きな変動は見られない（巻

末資料３）。  
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２ 目指す姿 

(1) 生徒の姿 

  本審議会では，将来の予測が困難な時代に職業人として必要な資質・能力について検討した。 

 

（これからの時代に必要な資質・能力） 

○ 専門高校・専門学科に学ぶ生徒が 10 年後，20 年後に，多様な分野，多様な職種の人々と行動して課

題を解決していくために必要な力を，学校教育法第 30 条第２項が定める学校教育において重視すべき

三要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「主体的に学習に取り組む態度」）を参考に，次の

ようにまとめた。 

 

➢ 産業の各分野について体系的・系統的に理解するとともに，関連する技術を身に付けている。 

➢ 産業の各分野に関する課題を発見し，職業人としての倫理観をもって合理的かつ創造的に解決し

ている。 

➢ 職業人として豊かな人間性を育み，よりよい社会の構築を目指して自ら学び，産業の振興や社会

貢献に主体的かつ協働的に取り組んでいる。 

 

○ 各学校においては，三つの要素のバランスを踏まえ，次の表に掲げた具体例を参考にそれぞれの学校

で育成を目指す資質・能力を明確にすることが求められる。 

 

【身に付けさせたい資質・能力】 

要素 委員から出された主な意見 

知識及び技術 

・教科ならではの固有の知識・技術 

・複合的な知識・技術 

・郷土の伝統や文化に関する知識 

・各専門分野の基礎基本となるアナログ技術と最先端のデジタル技術 

思考力・ 

判断力・ 

表現力等 

・自ら問題を見出し解決する力 

・前提を置かずに課題を解決する力（ラテラルシンキング） 

・既存の概念にとらわれない想像力と課題の解決策を生み出す創造力 

・課題解決のために様々な資源を活用する力 

・根拠に基づいて論理的・批判的に考える力 

・フレームワークで考える力（「具体と抽象」（抽象化と構造化）） 

・自分の考えを自分の言葉で表現する力 

学びに 

向かう力・ 

人間性等 

・学ぶことへの興味や関心（知的好奇心） 

・困難な状況にあっても果敢に挑戦する意欲・態度 

・自分の未来を自分で作る意欲・態度 

・成功体験に基づく自己肯定感 

・チームで仕事をするために必要な力（巻き込む力，主体性，コミュニケーション

能力等） 

・相手の喜びを自分の喜びにできる感性 

※ 複数の要素から構成される資質・能力については，関連の強い要素の欄に示している 
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(2) 教職員の姿 

学校教育が，その成果を十分あげることができるかどうかは，教職員の力に大きく依存していることは

言うまでもない。とりわけ，「Society5.0 時代」の到来など，時代の変化が大きくなる中においては，訪

れる変化を前向きに受け止め，対応できる高い資質・能力を身に付けた教職員の存在が不可欠である。 

 

（いつの時代にも求められる資質・能力） 

○ 平成17年３月，広島県教育委員会では，本県の学校教育に携わる者として一般的に求められる事項の

うち，普遍的な事項として，次の４つを掲げた。この「普遍的な事項」を踏まえて，資質・能力の向上

を図ることが求められる。 

 

➢ 高い倫理観と豊かな人間性をもっている。 

➢ 子供に対する教育的愛情と教育に対する使命感をもっている。 

➢ 専門性を発揮し，的確に業務を遂行できる。 

➢ 社会や子供の変化に柔軟に対応できる。 

 

○ また，平成17年 10月の中央教育審議会答申においては，優れた教師の条件について，「教職に対する

強い情熱」「教育の専門家としての確かな力量」「総合的な人間力」の三つの要素が重要であるとしてい

る。 

 

（今後特に求められる資質・能力） 

○ 広島版「学びの変革」では，いわゆる「知識創造社会」の時代に求められる資質・能力を育成するた

め「知識ベースの学び」に加え，「コンピテンシーの育成を目指した主体的な学び」を促す教育活動が展

開されている。また，今期学習指導要領の改訂においては，「主体的・対話的で深い学びの実現」に向け

た授業改善が必要とされている。このように「知識伝達型の学び」から「主体的な学び」へと生徒の学

びのスタイルが大きく変化していく中では，教職員の役割もティーチャーからファシリテーターへと変

化してくる。こうした役割を担うためには，主体的・対話的で深い学びを促すために本質的な問いを設

定する力やファシリテートする力，教育活動全体をデザインする力，デジタル技術を活用した授業スキ

ルを身に付けなければならない。 

 

○ とりわけ，専門高校・専門学科の教職員においては，情報化・技術革新等の社会情勢の急激な変化に

柔軟に対応するため，継続的に新しい知識・技術を習得することが求められている。 

 

○ また，上記の資質・能力を身に付けるためには，変化を前向きに受け止め，探究心をもちつつ自律的

に学び続けることが必要である。主体的に学び続ける教職員の姿は，自ら学び続ける意欲を生徒に培い，

重要なロールモデルとなることが期待できる。 
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(3) 学校の姿 

「ウルトラＶＵＣＡ」（造語）ともいわれる予測困難な時代を生き抜く生徒を育成するためには，教育課

程を通じて，教科等を学ぶ本質的な意義を大切にしつつ，探究的な学びを充実させることや現実の社会と

の関わりの中で豊かな学びを実現していくことが必要である。 

 

（開かれた教育課程が実現された学校の姿） 

○ 上記を実現した学校の姿を次のようにまとめた。 

 

➢ 社会や世界の状況を幅広く視野に入れ，よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目

標をもち，教育課程を介してその目標を社会と共有している。 

➢ 教育内容の質の向上に向けて，様々な調査や各種データ等に基づき，教育課程を編成し，実施し，

評価して改善を図る一連のＰＤＣＡサイクルが確立されている。 

➢ 教育課程の実施に当たって，地域の人的・物的資源を活用したり，産業界等との連携を図ったり

し，学校教育を学校内に閉じずに，その目指すところを社会と共有・連携しながら実現させている。 

 

（今後求められる学校の姿） 

○ 学校での学びと産業界等とをつなぐことにより，生徒は，学校で学んでいることと実社会で起こって

いる事象とを結び付け，専門高校・専門学科で学ぶ本質的な意義を見いだすことができる。また，学校

も含めた社会の中で，様々な人と関わり，トライアル・アンド・エラーを繰り返し，身に付けた専門的

な知識や技術を活用して社会に貢献する可能性を実感することができる。こうしたことを実感できる学

校は，生徒にとって「明日また行きたい」と思える魅力ある場所となり，生涯にわたって学び続けるこ

との意義を見いだす場所となる。  

 

 

 

 

 

  

➢ ファシリテートする力，教育活動全体をデザインする力，デジタル技術を活用した授業スキル等

の時代の変化に対応した学びを創造する力を身に付けている。 

➢ 情報化・技術革新等に対応した最新の知識・技術を身に付けている。 

➢ 学び続ける姿勢をもっている。 
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３ 目指す姿の実現に向けた産業教育の方向性 

○ ２で述べた目指す生徒像を実現するためには，１で述べた社会や産業を取り巻く状況や学校における

指導の実情を踏まえて，デジタル化の進展，グローバル化の進展，持続可能な社会の構築の視点から学

習の充実を図ることが求められる。また，予測困難な時代において生徒一人一人が個性を発揮し，自己

実現を図るためには，ウェルビーイング（Well-being）の視点が必要である。 

 

(1) デジタル化の進展への対応 

○ 情報化が加速度的に進むSociety5.0時代においては，あらゆる分野においてデジタル技術を活用し，

産業構造やビジネスモデル等に変革をもたらし，社会をより便利で快適に，豊かに変えていくためにＤ

Ｘの推進が求められていることから，専門高校・専門学科においては，次のような学習を充実させるこ

とが必要である。 

 

➢ デジタル環境の中で自ら考えて行動し，市民社会に参画する力を育むためのデジタルシティズン

シップ教育 

➢ 職業に関わる情報モラル，ＩｏＴや人工知能，インターネットを活用したビジネスなどのデジタ

ル技術に関する最新の知識や技術を習得するための学習 

 

(2) グローバル化の進展への対応 

○ 人やモノ，資本，情報等が国境を越えて移動するグローバル化が大きく進展しており，日常生活にお

いても世界と直結する社会が浸透しつつあり，国際社会で活躍できる人づくりが求められていることか

ら，専門高校・専門学科においては，次のような学習を充実させることが必要である。 

 

➢ 産業の標準化への対応や自国の文化の良さへの理解を図るための製品規準の標準化や，国際的な

人・もの・資本の移動による影響，生活文化の伝承・創造などに関する学習 

 

(3) 持続可能な社会の構築への対応 

○ 将来の世代が必要とするものを損なうことなく，現在の世代の要求を満たすような開発が行われてい

る社会という持続可能な社会を構築することは，現代を生きる世代の責務であることから，専門高校・

専門学科においては，次のような学習を充実させることが必要である。 

 

➢ 自然環境や資源の有限性，貧困など，地域や地球規模の諸課題を自分事として捉え，その解決に

向けて自ら行動を起こす力を身に付けるための安全・安心な食料の持続的な生産と供給，地球温暖

化や酸性雨などの地球環境問題と人間活動，生活環境の保全などに関する学習 
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(4) 個人と社会全体のウェルビーイング（Well-being）の実現への対応 

○ ポストコロナ期の学びの在り方を検討するに当たり，教育再生実行会議では，社会の様々な課題を解

決するためには，一人一人の多様な幸せであるとともに社会全体の幸せでもあるウェルビーイング

（Well-being）の理念の実現が重要であることを確認した。この幸せとは，経済的な豊かさだけでなく，

精神的な豊かさや健康も含まれ，このような幸せが実現される社会は，多様性と包摂性のある持続可能

な社会でもある。このようなことから，次のような視点が必要である。 

 

➢ 自分の身近なことから社会の様々な問題にまで関心を寄せ，社会を構成する当事者として，自ら

主体的に考え，責任ある行動をとることができるようになること 

➢ 上記のような個人を育成するために，学校教育を学習者主体の視点に転換していくこと 
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４ 目指す姿の実現に向けた産業教育に関する方策 

○ ３で述べた方向性を基に方策を検討するに当たり，要となるのは，カリキュラム・マネジメントであ

る。これまでのカリキュラム・マネジメントにおける教育課程の在り方を不断に見直すという側面に加

え，「社会に開かれた教育課程」の実現を通じて生徒に必要な資質・能力を育成するという理念を踏まえ，

「教科等横断的視点で教育内容を組織的に配列していくこと」や「教育活動に必要な人的・物的資源等

を外部の資源も含めて活用しながら効果的に組みあわせること」の視点が必要である。そこで，次の(1)

～(4)の柱を示し，目指す生徒像の実現に向けた方策を整理した（巻末資料４）。 

 

○ なお，学校現場に対して新たな業務を付加するという姿勢であってはならない。学校現場が力を存分

に発揮できるよう，学校や教職員がすべき業務・役割・指導の範囲・内容・量を，精選・縮減・重点化

するとともに，人的資源，物的資源を十分に供給・支援することが，県教育委員会に求められる役割で

ある。 

 

(1) 教育課程の編成・実施 

○ 変化の激しい社会に対応した高い専門性や，答えのない問いに立ち向かい，多様な立場の者と協働的

に議論し納得解を生み出す力を身に付けさせるために必要な教育課程編成の視点と方策について，次の

とおり示す。 

 

視点１ 専門教育を学ぶことの意義や魅力を感じさせる 

○ 各学科の基礎的科目において，学びの必要性や価値を実感させる探究的な学習プログラムの

開発 

 

視点２ 科学技術の進展や社会の変化等を理解させる 

○ 産業のデジタル化及びボーダレス化の状況等の理解を図るとともに，それに対応するために

必要な資質・能力の育成を図る学習プログラムの開発 

○ 産業のデジタル化及びボーダレス化の状況等の理解を図るための講演会の企画・実施 

 

視点３ 探究的な学習活動を充実させる 

○ ＰＢＬ（Project Based Learning）に基づいた学習プログラムの開発 

○ 資格取得等を目指す過程において身に付いた力をメタ認知させる学習に関する研究 

○ 学習活動（販売実習等）を円滑に実施するための財務規則等の整理 
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視点４ 実践的・体験的な学習活動を充実させる 

○ 大学・企業等との共同研究 

○ ジョブシャドウイングの実施 

○ 様々なインターンシップの実施（長期インターンシップ，アカデミックインターンシップ，海

外インターンシップ） 

○ 日本版デュアルシステム 注3 の実施 

 

視点５ 産業界や高等教育機関等と連携を図る学習活動を充実させる 

○ 認知スキル・ソーシャルスキルを育成する学習プログラムの開発 

○ 地元広島に誇りをもつようになる学習プログラムの開発 

○ 起業家精神等の育成を図るための事業の企画・実施（クラウドファンディング，プロボノ 注4 

等の活用） 

○ 知的財産権等に関する学習活動 

○ デジタル化した最先端の機器の扱いを学ぶ実習 

○ これまで使用してきた手動で操作する機器の扱いを学ぶ実習 

 

視点６ 学校・学科横断的な学習活動を充実させる 

○ 教育課程内・外を視野に入れた学校・学科横断による探究的な学習プログラムの開発 

○ 県が主催する独自のビジネスコンテスト等の開催 

 

(2) 教職員の資質・能力の向上 

○ 教職員に求められる資質・能力は，中央教育審議会によるこれまでの答申等においても繰り返し提言

されているところであり，例えば，使命感や責任感，教育的愛情，教科や教職に関する専門的知識，実

践的指導力，総合的人間力，コミュニケーション力，ファシリテーション力などが挙げられている。 

 

○ 教職員が，時代の変化に対応して求められる資質・能力を身に付けるためには，個々の教職員が養成

段階で身に付けた知識・技能だけで教職生涯を過ごすのではなく，求められる知識・技能は変わってい

くことを意識して，継続的に新しい知識・技能を学び続けていくことが必要である。教職員の資質・能

力の向上を図る視点と方策について，次のとおり示す。 

 

                                                   
3 企業での実習と学校や訓練機関での座学を組み合わせて実施することにより，若者を一人前の職業人に育てる仕組み。 
4 自らの専門知識や技能を生かした社会貢献活動のこと。 
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視点１ カリキュラム・マネジメントの視点に立ち，各専門分野を超えた教育課程を編成する 

○ キャリアステージに対応した教育課程編成等に関する研修会の企画・実施 

 

視点２ 探究的な学習活動を充実させる 

○ ファシリテート力養成研修の企画・実施 

○ データサイエンス，遵法精神，知的財産権等に関する研修会の企画・実施 

 

視点３ 産業社会の変化等に対応した教育活動を充実させる 

○ 産業現場訪問及び産業界との懇談会の企画・実施 

○ 産業界や高等教育機関における研修会の企画・実施 

○ 産業界や高等教育機関への派遣研修の計画的な実施 

 

(3) 教育環境の整備 

○ 社会や産業の変化に対応した産業教育を行うためには，実験・実習等の環境整備が重要であり，設置

者として，整備計画等を作成し，施設・設備の改善・充実・更新に努めることが求められている。 

 

○ また，大学や産業界等の専門家を校内に配置し，連携を円滑にしたり，高度な知識や技術をもつ外部

人材を講師として招聘したりするための予算の充実が必要である。教育環境の整備に必要な視点と方策

について，次のとおり示す。 

 

視点１ 科学技術の進展や本県産業動向の実態等に応じた学校施設・設備を整備する 

○ 学校間の共同利用・産業界との連携を踏まえた各学校の施設・設備の整備計画の作成 

○ 探究的な学びを支援する図書や図書館の整備 

 

視点２ 産業界等の教育資源の活用を補助する組織を設置する 

○ 「産業教育支援協議会（仮称）」の設置 

○ 学校と産業界をつなぐコーディネーターの配置 

○ 産業界等の教育資源を活用する人材バンクの構築 

 

視点３ 新産業等に対応した新たな学科を設置する 

○ 新たな学科等の設置に向けた検討会議の開催 
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(4) 専門教育の魅力等の発信（理解の促進） 

○ 中学生の主体的な進路選択に資するよう，専門高校における学習に対する理解・関心を高める取組も

求められる。例えば，中学生が専門高校で実習を体験したり，専門高校の教職員や生徒が中学校におい

て出前授業を行ったり，専門高校生の研究発表や作品展示等を行う高校生スペシャリストの祭典等に中

学生やその保護者が参加したりするなどの取組は有効である。専門教育の魅力発信に必要な視点と方策

について，次のとおり示す。 

 

視点 専門学科及び各学科の学び等を生かした取組を充実させる 

○ 各地域別に小・中・高等学校が一体となって取り組む地域課題の解決に向けたボランティア活

動や探究活動の企画・実施 

○ 小・中学生を対象としたプログラミング教室などの参加型イベントの企画・実施 

○ ホームページ，ＳＮＳ等を活用した専門教育の魅力発信 

○ 保護者や学習塾を対象とした専門学科の魅力を伝える説明会の開催 

○ 女子生徒 注5 にも，ものづくりの魅力を感じてもらうＦａｂＬａｂ 注6 等を活用した取組 

○ 専門高校の教職員や生徒による小・中学生や県民を対象とした出前授業 

 

  

                                                   
5 県立の工業系高等学校への入学状況は男子生徒に偏る傾向があり，令和３年度に在籍している女子生徒の割合は，12.3％である。  
6 ３Ｄプリンタやレーザーカッターなどデジタル制御された多様な工作機械を取り揃え，モノをつくる技術を地域住民が身に付けることで，個

人や地域レベルの課題を住民自身が解決できるようになるための市民参加型の次世代実験工房。 
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おわりに 

 

本審議会は，令和３年８月25日に広島県教育委員会から諮問を受け，約１年間にわたり，審議会を４回，

専門委員会を３回開催し，「本県における産業教育の在り方について」審議を重ね，答申としてまとめてきた。 

 

令和２年から続く新型コロナウイルス感染症のパンデミックは，人々の日常を大きく変え，学校において

は，ＧＩＧＡスクール構想の下，一人１台端末の導入や高速大容量の通信ネットワークの整備が加速度的に

進行してきた。専門高校においては，スマート専門高校の実現を目指し，高性能ＩＣＴ端末等を含む最先端

のデジタル化に対応した産業教育装置の整備を進めている。このように，産業教育を取り巻く状況は大きく

変化し，生徒や教職員に求められる資質・能力も大きな転換期を迎えている。 

 

この度，審議の内容のまとめとして答申するが，広島県教育委員会には，本答申の意図するところを勘案

し，生徒の資質・能力の育成，教職員の資質・能力の向上に向けて，具体的な教育活動や教職員研修等の事

業化に努め，広島県の産業の発展に寄与する人づくりに向け，今後の施策に反映していただくことを希望す

る。 

 

学校においては，変化の激しい時代を生き抜く生徒に必要な資質・能力を定め，各学科の特徴やその関連

を踏まえ，生徒の様々な学習機会がより効果的なものとなるための教育課程を編成する等のカリキュラム・

マネジメントの充実が図られることを期待する。 

 

本審議会でまとめた「答申」が，これからの広島県の地域産業を支える革新的職業人材を育成する産業教

育の一助になることを願っている。 

 



 

 

  



 

 

 

 

 
巻末資料 

巻末資料 
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【資料１】 
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【資料２】 

 

職業教育を主とする学科を設置している県立高等学校（令和３年度） 

学

科 
校   名 

課

程 
小 学 科 名 

（ ）内の数字は令和２年度募集学級数 
備 考 

農 

業 

吉 田 全 アグリビジネス(1)  

世 羅 全 農業経営(1)  

沼 南 全 園芸デザイン(1)  

油 木 全 産業ビジネス(1)  

西 条 農 業 全 
園芸(1)，畜産(1)，生活(1)，農業機械(1)，緑地土木(1)， 

生物工学(1) ，食品科学(1) 
 

庄 原 実 業 全 生物生産学(1)，環境工学(1)，食品工学(1)，生活科学(1)  

工 

業 

府 中 東 全 都市システム(1)，インテリア(1)  

広 島 工 業 全 機械(2)，電気(2)，建築(2)，土木(1)，化学工学(1)  

福 山 工 業 
全 

機械(2)，電気(1)，建築(1)，工業化学，染織システム(1) ，

電子機械(2) 
 

定 △機械(1)，電気(1)  

呉 工 業 
全 機械，材料工学(2)，電気，電子機械(1)  

定 △機械，電気(1)  

宮 島 工 業 
全 

機械(2)，電気，情報技術(2)，建築，インテリア(2)， 

素材システム(1) 
 

定 △機械(1)  

総 合 技 術 全 電子機械(1)，情報技術(1)，環境設備(1)  

商 

業 

竹 原 全 商業(1)  

尾 道 商 業 全 商業(2)，ビジネス会計(1)，情報管理(2)  

広 島 商 業 全 商業(3)，国際経済(1)，会計(2)，情報システム(2)  

呉 商 業 全 商業(1)，情報処理(2)，会計(1)  

福 山 商 業 全 流通経済(2)，情報ビジネス(2)  

総 合 技 術 全 現代ビジネス(1) 学校は再掲 

家 

庭 

海 田 全 家政(2)  

世 羅 全 生活福祉(1) 学校は再掲 

沼 南 全 家政(1) 学校は再掲 

総 合 技 術 全 人間福祉(1)，食デザイン(1) 学校は再掲 

看

護 
広 島 皆 実 全 衛生看護(1)  

福

祉 
黒 瀬 全 福祉(1)  

（注）全：全日制，定：夜間定時制，△は技能連携をしている学科。     はくくり募集をしている学科。 
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【資料３】 

  

広島県の公立全日制高等学校の学科別進路状況　（公立学校基本数による）
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74.0%

19.1%
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7.1%

5.3%

3.0%

2.7%
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R3.3

普通科

進学 専修学校等 就職 その他
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卒業者数

39.6%
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H21.3

R3.3

農業科
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14.4%

13.4%

15.9%

67.5%

67.9%

2.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

工業科

進学 専修学校等 就職 その他

1,322人

1,349人

卒業者数

30.5%

29.8%

23.2%

29.7%

41.0%

38.9%

5.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

商業科

進学 専修学校等 就職 その他

1,123人

1,098人

卒業者数

37.6%

44.1%

32.7%

35.2%

25.2%

20.2%

4.4%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

家庭科

進学 専修学校等 就職 その他

226人

213人

卒業者数

100.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

看護科（厚生科）

進学 専修学校等 就職 その他

37人

39人

卒業者数

28.6%

33.3%

33.3%

11.1%

38.1%

55.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

福祉科

進学 専修学校等 就職 その他

21人

18人

卒業者数

56.9%

55.0%

24.0%

28.6%

15.6%

14.2%

3.5%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

総合学科

進学 専修学校等 就職 その他

2,089人

1,803人

卒業者数

60.0%

60.5%

20.0%

20.8%

16.8%

16.3%

3.2%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

全学科合計

進学 専修学校等 就職 その他

15,795人

14,266人

卒業者数

27.4%

24.8%

20.1%

24.4%

48.9%

49.2%

3.6%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21.3

R3.3

専門学科のみ合計

進学 専修学校等 就職 その他

3,237人

3,190人

卒業者数
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【資料４】 
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広教委高第 673 号  

令和３年８月25日  

 

 広島県地方産業教育審議会長 様 

 

 

                         広島県教育委員会教育長  

 

 

    「本県におけるこれからの産業教育の在り方」について（諮問） 

 

 

 このことについて，産業教育振興法（昭和 26 年法律第 228 号）第 12 条の規定により，

別紙趣旨を添えて貴会の意見を求めます。 
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広島県地方産業教育審議会の諮問の趣旨 

 

 広島県地方産業教育審議会の諮問の趣旨は，次のとおりである。  

 

 前回の広島県地方産業教育審議会による「本県の専門高校・専門学科における『次

代の産業を担う人づくり』の在り方・方策について」の答申から 13 年が経過し，人工

知能，ビッグデータ等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れら

れた Society5.0 時代が到来しつつあり，社会の在り方そのものがこれまでとは「非

連続」と言えるほど劇的に変わる状況が生じつつある。また，社会の変化が加速度を

増し，複雑で予測困難となってきていることは，これまでにも指摘されてきたが，新

型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により，その指摘が現実のものとなって

いる。 

 このような状況の中，専門高校・専門学科においては，科学技術の進展，グローバ

ル化，産業構造の変化等に伴い，必要とされる専門的な知識・技術も変化するととも

に高度化しているため，これらへの対応が求められている。  

 一方，本県では，平成 26 年 12 月に「広島版『学びの変革 』アクション・プラン」

を策定し，各学校において組織的に「課題発見・解決学習」をはじめとした授業改善

を進めてきた。その結果，授業改善の基盤となるカリキュラム・マネジメントに自律

的・組織的に取り組む体制が整いつつある。また，令和２年 10 月に「将来にわたって

『広島に生まれ，育ち，住み，働いて良かった』と心から思える広島県の実現」を基

本理念として策定された「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」では，産業における

ＤＸを担う人材やイノベーションを創出する人材の育成に取り組むことが掲げられ

ている。 

 このような状況を踏まえ，「本県におけるこれからの産業教育の在り方」について意

見を求めるものであり，次の３点について審議をいただきたい。  

 

１ 本県の産業の発展を担う職業人として必要な資質・能力について  

 

２ 社会や産業の変化に対応した教育内容の充実について  

 

３ 主体的な学びの実現に向けた学習・指導の方法や教育環境の充実について  

別紙 
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広島県地方産業教育審議会委員名簿 
 

令和３年８月 25 日現在 

選出分野 
ふりがな 

氏  名 
所 属 ／ 職 名 等 

産
業
界 

農業分野 
ほんだ まさき 

本 多 正 樹 
株式会社ハラダファーム本多／代表取締役 

工業分野 
うえつき しんいちろう 

植 月 真 一 郎 
マツダ株式会社／主幹  

商業分野 
やまもと たかあき 

山 本 孝 昭 
株式会社ドリーム・アーツ／代表取締役社長   

家庭分野 
かわむら みつる 

川 村 満 
一般社団法人広島県日本調理技能士会／会長  

看護・福祉

分野 

こいけ ひでき 

小 池 英 樹 
社会福祉法人広島県社会福祉協議会 

／常務理事（兼）事務局長 

学
識
経
験
者
等 

大学 
ながさか やすし 

長 坂 康 史 
広島工業大学／学長   

専修学校・ 

各種学校 

ふるさわ さいじ 

古 澤 宰 治 
公益社団法人広島県専修学校各種学校連盟／会長 

中学校 
 く ぼ よしひろ 

久 保 好 寛 
広島県公立中学校長会／会長  

行政機関 
やまたか りゅうじ 

山 髙 龍 治 
広島県商工労働局／総括官（雇用労働）   

専門高校 
よしむら かおる 

吉 村 薫 
広島県立広島工業高等学校／校長  

 注：委員の任期は，令和５年６月 30 日まで 

 


